
添付図書

前 金 払

京都市建設局都市整備部南部区画整理事務所

２　地上物件等調査業務特記仕様書

前払金は、請負代金の３割以内とする。

１　地上物件等調査委託概要書

３　位置図、配置図

地上物件等（建物、工作物、立竹木、機械設備、動産、移転雑費及び消費
税等）の調査一式

本業務委託は、京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う損失補償
金を算定するため、地上物件等調査業務を行うものである。

履行期間 契約の日の翌日から２１０日以内

概　　要

施行理由

地 上 物 件 等 調 査 委 託 概 要

委託業務名

履行場所 京都市伏見区横大路北ノ口町３５番地１ほか

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託

京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託



1階

計

委
 
託
 
内
 
容

打 合 せ 協 議
現 地 踏 査

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託

権 利 者 建物等所有者：１権利者
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種 別 適　　　用 備 考

委 託 業 務 名
京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託

打合せ協議（建物等：着手時、納入時、中間打合２回含）、
現地踏査（建物等）、作業計画書の作成

建 物
面積の単位は㎡

(構造・用途)
木造 平家建

倉庫

Ｃ棟
軽量鉄骨造
平家建倉庫

Ｅ棟
木造平家建

倉庫

Ｈ棟
鉄骨造

平家建倉庫

( 各 階 面 積 )

35.25 258.4 161.1 414.7

( 延 べ 面 積 ) 35.25 0.00 258.4 161.1 414.7

工 作 物
(面積・用途)

住宅敷地A ［新規］　敷地面積　150㎡未満
敷地内一部

住宅敷地A準用
石碑含む

機 械
(面積・種別)

営 業

動 産 動産[新規]　倉庫　50㎡以上 ～ 150㎡未満
敷地一部及び
建物内外共

その他通損に
関 す る 算 定

移転雑費　１所有者

消 費 税 調 査 １事業者（営業なし）

そ の 他 再配置計画案の作成　１案
(建物計画案
 の策定準用)

注 意 事 項

・調査対象物件は、建物１棟（木造平家建倉庫）、工作物（電柱、石碑、
　古井戸、立竹木他）、動産（建物内外共）他の予定である。
・本件は、一部が重なる現位置換地である。
・再配置計画作成時の検討には、仮換地敷地において再配置計画案の作成
　を行う。（１案）その場合、新設区画道路との高低差等を考慮し、移転
　手順を考え、想定すること。
・事業スケジュール等を考慮し、中断移転となる場合は、仮倉庫の補償の
　検討（動産の検討含む）を行うこと。
・調査範囲は、配置図に示した範囲を基本とするが、現場状況により
　必要に応じて図示した範囲外も調査すること。（上記区分範囲内）

注）該当するものの□には、レ点がしてあります。

履 行 期 間 契約の日の翌日から２１０日以内

所 在 地 履行場所１：京都市伏見区横大路北ノ口町３５番１



１階

計

所 在 地 履行場所２：京都市伏見区横大路北ノ口町３０番外２筆
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種 別 適　　　用 備 考

委 託 業 務 名
京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託

権 利 者 物件等所有者：２権利者 (法定相続人)

履 行 期 間 契約の日の翌日から２１０日以内

建 物
面積の単位は㎡

(構造・用途)
建物Ａ

木造 平家建
倉庫

建物Ｂ
木造 平家建

倉庫

( 各 階 面 積 )

27.36 36.00

( 延 べ 面 積 ) 27.36 36.00

工 作 物
(面積・用途)

住宅敷地C　[新規]　敷地面積　200㎡以上600㎡未満
敷地内一部

住宅敷地C準用
小屋2棟共

機 械
(面積・種別)

営 業

そ の 他 再配置計画案の作成　１案
(建物計画案
 の策定準用)

動 産 動産[新規]　倉庫　350㎡以上 ～ 600㎡未満
敷地一部及び
建物等内外共

移 転 雑 費 移転雑費　１所有者

注 意 事 項

・対象物件は、建物２棟（共に木造平家建倉庫）、工作物（小屋２棟、
　土間コンクリート、立竹木等）及び動産（建物内外共）他の予定で
　ある。
・権利者（土地及び建物等所有者）は、相続による法定相続人（法定
　相続割合で分割）であるため、調書は、物件所有者ごとに別冊として
　分ける必要はなく、物件調書は１冊にまとめることとする。
・再配置計画作成時の検討には、仮換地敷地において再配置計画案の作成
　を行う。（１案）その場合、新設区画道路との高低差等を考慮し、移転
　手順を考え、想定すること。
・事業スケジュール等を考慮し、中断移転となる場合は、仮倉庫の補償
　の検討（動産の検討含む）を行うこと。
・本件は、一部が重なる現位置換地である。
・調査範囲は、配置図に示した範囲を基本とするが、現場状況により
　必要に応じて図示した範囲外も調査を行うこと。（上記区分範囲内）

　

委
 
託
 
内
 
容

打 合 せ 協 議
現 地 踏 査

+BY8:DE33
履行場所１に計上

消 費 税 調 査 １事業者（営業なし）



１階

２階

計

注）該当するものの□には、レ点がしてあります。

委
 
託
 
内
 
容

穀物乾燥機他
一式

敷地内一部
住宅敷地C準用

そ の 他

( 各 階 面 積 )

( 延 べ 面 積 )

注 意 事 項

消 費 税 調 査 １事業者（営業なし）

機 械
(面積・種別)

・対象物件は、建物２棟（鉄骨造一部２階建倉庫及び木造平家建倉庫
　（付属屋））、工作物（立竹木等）、機械設備（穀物乾燥機他一式）
　及び動産（建物内外共）他の予定である。
　なお、機械設備については、穀物乾燥機他一式を１台（装置）として
　扱い、必要に応じて見積書の徴収を行うこと。
・再配置計画作成時の検討には、仮換地敷地において再配置計画案の作成
　を行う。（１案）その場合、新設区画道路との高低差等を考慮し、移転
　手順を考え、想定すること。
・事業スケジュール等を考慮し、中断移転となる場合は、仮倉庫の補償の
　検討（動産の検討含む）を行うこと。
・本件は、一部が重なる現位置換地である。
・調査範囲は、配置図に示した範囲を基本とするが、現場状況により必要
　に応じて図示した範囲外も調査すること。（上記区分範囲内）

機械設備A[新規]　～ 100㎡未満　設置面積が200㎡未満の全ての業種

機械設備の見積　１台（装置）
再配置計画案の作成　１案

穀物乾燥機他
一式(1台/装置)
(建物計画案
 の策定準用)

動 産 動産[新規]　倉庫　150㎡以上 ～ 350㎡未満

営 業

工 作 物
(面積・用途)

移転雑費　１所有者

敷地一部及び
建物内外共

その他通損に
関 す る 算 定

住宅敷地C　[新規]　敷地面積　200㎡以上600㎡未満

62.22 26.52

31.11

93.33 26.52

(構造・用途)

履行場所１に計上

建物Ａ
鉄骨造２階建

倉庫

履 行 期 間

建 物 　
面積の単位は㎡

建物Ｂ
木造 平家建

付属家

打 合 せ 協 議
現 地 踏 査

所 在 地 履行場所３：京都市伏見区横大路北ノ口町３９番・３９番１合併

権 利 者 物件等所有者：１権利者
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委 託 業 務 名

種 別 適　　　用 備 考

契約の日の翌日から２１０日以内

京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託



地上物件等調査委託概要書 4/5
種 別 適　　　用 備 考

委 託 業 務 名
京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託

所 在 地 履行場所４：京都市伏見区横大路北ノ口町４０番・４０番１合併外２筆

権 利 者 物件等所有者：２権利者 (法定相続人)

履 行 期 間 契約の日の翌日から２１０日以内

委
 
託
 
内
 
容

打 合 せ 協 議
現 地 踏 査

履行場所１に計上

建 物
面積の単位は㎡

(構造・用途)

( 各 階 面 積 )

( 延 べ 面 積 )

工 作 物
(面積・用途)

住宅敷地A[新規]　敷地面積　150㎡未満
敷地内一部

住宅敷地A準用

機 械
(面積・種別)

営 業

動 産 動産[新規]　倉庫　50㎡未満
倉庫準用

（土地所有者）

移 転 雑 費 物件所有者は履行場所２計上

消 費 税 調 査 物件所有者は履行場所２計上

そ の 他

注 意 事 項

・対象物件は、工作物（引込柱等）及び動産他の予定である。
・本件は、飛び換地である。
・移転雑費及び消費税等調査については、履行場所②の権利者と同じで
　あるため、それらの調査資料を基に作成する。
・権利者（土地及び建物等所有者）は、履行場所②の権利者と同じで
　あるが、履行場所④の物件調書として１冊にまとめることとする。
・調査範囲は、配置図に示した範囲を基本とするが、現場状況により
　必要に応じて図示した範囲外も調査すること。（上記区分範囲内）

注）該当するものの□には、レ点がしてあります。
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種 別 適　　　用 備 考

委 託 業 務 名
京都市伏見西部第五地区土地区画整理事業に伴う物件調査委託

ただし、横大路北ノ口町３５番地１ほか４件の物件調査委託

所 在 地 履行場所５：京都市伏見区横大路北ノ口町３９番乙外２筆

権 利 者 物件等所有者：１権利者 (宗教法人)

履 行 期 間 契約の日の翌日から２１０日以内

委
 
託
 
内
 
容

打 合 せ 協 議
現 地 踏 査

履行場所１に計上

建 物
面積の単位は㎡

(構造・用途)

( 各 階 面 積 )

( 延 べ 面 積 )

工 作 物
(面積・用途)

住宅敷地A[新規]　敷地面積　150㎡未満
敷地内一部

住宅敷地A準用
石碑と周囲

機 械
(面積・種別)

営 業

動 産

移 転 雑 費 移転雑費　１所有者 (宗教法人)

消 費 税 調 査 １事業者（営業なし） (宗教法人)

そ の 他 墳墓D ［新規］　A～C以外の墳墓 (3～5基程度/10㎡) (石碑1基)

注 意 事 項

・対象物件は、工作物（石碑等）の予定である。
　なお、石碑等は現道路区域内にあることを確認済である。
　また、石碑の移転に際してはご祈祷が必要である。
・立竹木（高木等）は、自然発生木であり、管理されていないとの
　事前に聞き取りしているため、補償対象外とする。
・本件は、現位置換地（一部）である。
・調査範囲は、配置図に示した範囲を基本とするが、現場状況により
　必要に応じて図示した範囲外も調査すること。（上記区分範囲内）
・権利者は、宗教法人である。

注）該当するものの□には、レ点がしてあります。
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京都市建設局都市整備部南部区画整理事務所 
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第１ 総則 
  この特記仕様書は、京都市建設局が、土地区画整理事業の施行に伴う建物、工作物等 

（以下「建物等」という。）の調査及び補償金額の算定等に係る業務（以下「地上物件等

調査業務」という。）を委託する場合に適用する。 
 

第２ 業務の内容（委託業務名、履行期間、履行場所、調査物件の概要、業務範囲など） 
別添の地上物件等調査委託概要書による。 
 

第３ 共通仕様書について 
１ 特記仕様書及び地上物件等調査委託概要書に記載されていない事項は、国土交通省

近畿地方整備局の用地調査等業務共通仕様書（契約締結時の最新版を採用する。以下

「共通仕様書」という。）によるものとする。 
２ 共通仕様書第２条における用語の定義は、以下のとおりとする。 

(1) 「監督職員」とは、京都市の業務委託契約書（以下「市契約書」という。）に定める

監督員とする。 
(2) 「検査職員」とは、市契約書に定める検査員とする。 
(3) 「主任担当者」とは、市契約書に定める管理技術者とする。資格は、共通仕様書に

よる。 
(4) 「基準」とは、京都市の土地区画整理事業施行に伴う損失補償基準をいう。 
(5) 「運用方針」とは、京都市の土地区画整理事業施行に伴う損失補償基準細則をいう。 

３ 共通仕様書中、公共用地の取得に伴う補償基準及び同細則の条文に関する部分は、京

都市の土地区画整理事業施行に伴う損失補償基準及び同細則において対応する条文に

読み替えて適用する。 
 
第４ 照査技術者 

受注者は、市契約書第１６条の照査技術者を定めなければならない。なお、照査技術者

の資格は、管理技術者に準じるものとする。 
 
第５ 個人情報の適正な管理 

１ 受注者は、個人情報の漏えい、改ざん、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正

な管理のために必要な措置を講じるとともに、個人情報を適正に管理させるために、個

人情報管理責任者を定め、その者の氏名及び必要な事項を、監督員に提出しなければな

らない。その者を変更したときも、同様とする。 
２ 受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者

に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。 
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３ 個人情報管理責任者は、次の業務を行うものとする。 
  受注者は、市契約書第１条第５項の規定により、業務の実施過程で知り得た秘密を第三

者に漏らしてはならない。（守秘義務） 

(1) 京都市個人情報保護条例の罰則規定を個人情報取扱者に周知すること。 
(2) 個人情報については、業務を超えて利用しないように管理すること。 
(3) 業務の処理において取り扱う個人情報を当該処理の用以外の用に供する目的で 

複写又は複製をしないように管理すること。 
(4) 業務の処理において取り扱う個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損及び盗難等

の事故が発生したときは、直ちに監督員に報告すること。 
 
第６ 再委託 

１ 市契約書第１１条第１項に規定する「主たる部分」は、共通仕様書第８条第１項によ

る。 
２ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理する

ための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱いを伴う事務

を再委託してはならない。 
 

第７ 業務実績情報の登録（テクリス） 
  受注者は、委託料の額が税込１００万円以上の業務については、業務実績情報システム

（一般財団法人日本建設情報総合センター）により「登録のための確認のお願い」を作成

し、監督員の確認を受けたうえで、次に示す期間内（休日を除く。）に、登録申請等の手

続きを行うこと。また、登録後は、速やかに登録されたことを証明する資料を監督員に提

出すること。 

(1) 契約時       契約締結後１５日以内 

(2) 登録内容の変更時  変更があった日から１５日以内 

  (3) 業務完了時     業務完了後１５日以内 

  なお、変更時と業務完了時の間が１５日に満たない場合は、変更時の登録されたことを

証明する資料の提出を省略できるものとする。 

 

第８ 履行報告 
 １ 市契約書第２０条に規定する「契約の履行について発注者に報告」とは、現地踏査及

び現地調査の履行に関する報告とする。 
 ２ 現地調査の結果、設計図書の内容と一致しない場合は、市契約書第２３条に基づきそ

の内容を報告すること。 
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第９ 貸与品等 
 １ 市契約書第２１条に規定する「貸与品等」は、業務着手時の打合せの際に、監督員よ

り受注者に引き渡すものとする。 
 ２ 受注者は、業務完了後 7 日以内に貸与品を返却するものとする。 

３ 貸与品等の引渡しを受けた場合、借用後 7 日以内に品名、数量を記載した借用に  

関する書面を監督員に提出しなければならない。（貸与品（支給品）受領書） 
４ 受注者は、守秘義務が求められる資料については、これを他人に閲覧させ、複写させ、

又は譲渡してはならない。 

５ 受注者は、監督員の承諾を得なければ、貸与品を複写してはならない。 
 
第１０ 業務の実施 

１ 受注者は、地上物件等調査業務の適正な執行を確保するため、監督員と打合せを  

行い、業務の内容を正確に把握するものとする。また、成果物の作成に当り疑義が生

じたときは、監督員と協議するものとする。 
なお、監督員、物件所有者や占有者等との打合せを行った場合は、受注者は速やか

に議事録を作成し、その都度、監督員に提出する。 

２ 移転工法の決定は、監督員との協議によるものとする。 
３ 共通仕様書第１３条第２項に定める業務の区切りとは移転工法の決定のための監督

員との協議時及び業務完了時とする。 
４ 受注者は、建物等の立入り調査を実施する際には必ず、補償対象者及び監督員の  

立会いを得なければならない。 
５ 受注者は、履行期間末の２週間前に成果物の提出を行い、完了検査受検のための  

必要な修正指示があった場合は、履行期間内に修正を行うものとする。修正後、業務完

了通知書を提出するものとする。 
６ 調査の実施において、業務の内容に変更が生じた場合は、速やかに監督員に報告し、

相互に確認するものとする。その結果、業務委託料に変更が生じる場合は、本市設計書

を基にして、次式により算定するものとする。 
 

変更業務価格請負額 ＝  変更業務価格設計額  ×  元業務価格請負額 
   （落札率を乗じた額）                 元業務価格設計額 
 

変更業務委託料 ＝ 変更業務価格請負額  × （１＋消費税等税率）  
     （落札率を乗じた額）  
 

なお、変更業務価格設計額は、本市設計基準及び設計単価により積算する。 
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７ 石綿調査算定要領（近畿地区用地対策連絡協議会損失補償算定標準書）における 

「対象石綿」は、「石綿含有仕上塗材の除去等作業における石綿飛散防止対策について」

（平成２９年５月３０日付 環水大大発第 1705301 号）における石綿含有仕上塗材を

含むものとし、同材料については石綿含有吹付材とみなして調査を行うこととする。 

  また、「分析調査」（定性分析）については、専門機関に依頼することを原則とし、２

社以上から分析調査費用（サンプル採取部の復旧等費用含む）の見積を徴収して、見積

価格等の妥当性を検証した上で、最も適切な専門機関等の見積価格等を採用し、見積価

格等（経費除く）を直接経費として、設計変更時に計上するものとする。  

  なお、分析結果により、補償額算定のために石綿除去処分費の見積徴収が必要と  

なった場合は、前項によるものとする。 

８ 石綿の分析調査業務についての特記事項は、別記「石綿分析調査業務特記仕様書」に

よるものとする。 

 
第１１ 提出書類 

受注者は、次に掲げる書類を監督員に提出しなければならない。様式は監督員の指示に

よる。なお、市契約書第３条の規定により、業務工程表（変更含む）は、契約締結後１４

日（本市の休日を定める条例による休日を含む。）以内に監督員に提出しなければならな

いことから、以下に示す「１ 業務着手時」及び「３ 設計変更の締結後」の書類につい

ても契約締結後１４日以内に監督員に提出すること。 
１ 業務着手時 

(1) 着手通知書 １部 
(2) 業務工程表 １部 
(3) 管理技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。） １部 
(4) 担当技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。） １部 
(5) 照査技術者通知書（経歴書及び資格証明書の写しを含む。） １部 
(6) 作業計画書 １部 
(7) 個人情報管理責任者通知書 １部 
(8) 個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書（証明書等必要書類共） １部 
(9) 協力業者等通知書 １部 
（市契約書第１１条第２項により、業務の一部を委任する場合） 

(10) 貸与品（支給品）受領書 １部 
(11) 契約書（約款含む）の写し １部 

 ２ 業務期間中 
(1) 業務実績情報の登録（テクリス） １部 
(2) 業務履行報告書（現地踏査・現場調査） 各１部 
(3) 打合せ記録簿や質疑回答書（添付資料共） その都度 各１部 
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３ 設計変更の締結後 
(1) 変更契約書（約款含む）の写し １部 
(2) 変更業務工程表（工期の変更の有無に関わらず） １部 
(3) 変更作業計画書 １部 
(4) 業務実績情報の変更登録（テクリス） １部 

４ 業務完了時 
(1) 業務完了報告書（照査報告書の写し含む） １部 
(2) 業務成果引渡書（成果物納入目録を含む） １部 
(3) 成果物納入目録 １部 
(4) 電子媒体等納品書（記憶媒体共） １部 
(5) 請求書 １部 
(6) 業務実績情報の完了登録（テクリス） １部 
(7) 貸与品返却書 １部 

５ その他、監督員が提出を求めた書類 
 
第１２ 積算基準等 

１ 建物の調査及び積算は、下記により実施するものとする。  
(1) 京都市建設局都市整備部 

京都市の土地区画整理事業施行に伴う損失補償基準・同細則及び算定要領 
(2) 近畿地区用地対策連絡協議会  

損失補償算定標準書（基準・要領編・運用申し合わせ） 
(3) 京都府用地対策連絡協議会  

損失補償標準算定書 
２ 採用する単価は、次のとおりとする。 

(1) 近畿地区用地対策連絡協議会 
損失補償算定標準書（単価編） 

ア 建物関係   
イ 工作物関係    
ウ 通常損失補償金関係   
エ 立竹木補償関係 

(2) 京都市建設局 
京都市補償標準単価表 

(3) 京都市建設局道路建設部用地課 
補償標準単価表（通常損失補償） 

  (4) 刊行物等掲載単価 
(5)  専門業者の資材単価又は参考見積単価 
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第１３ 成果物 

１ 市契約書に定める成果物は、次のとおりとする。 
(1) 調査報告書 正・副 各１部（A４サイズ） 
(2) 添付資料 （※印の資料については、調査報告書に含めること。） 
ア 補償概要（※） 
イ 採用単価等一覧表（※） 
ウ 図面一式（※） 
エ カラー写真台帳（Ｌ版、普通紙へのカラー印刷可）。写真撮影方向図含む。（撮影

場所、撮影日、撮影者氏名を記載）（※） 
オ 野帳（聴き取り調査資料共） 
カ ネガ又は電子データ 
キ 本市より提供の資料（登記事項証明書、地籍測量図等） 
ク 調査報告書の全てのデータ（参考資料含む）を収めたコンパクトディスク 
  なお、調書等の算定書などのデータは、全て計算式や関数等を含めた電子データ

として提出すること。 
(3) その他監督員が指示するもの。 

２ 成果物に添付する書類は、原則、監督員の指示する様式に従って作成すること。  

ただし、受注者による様式により作成したい場合は、監督員と事前協議を行い、監督員

の承諾を得た様式であれば、提出書類としても構わないものとする。 
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別記１ 
石 綿 分 析 調 査 業 務 特 記 仕 様 書 

 
１ 適用範囲  

この特記仕様書は、損失補償算定標準書（近畿地区用地対策連絡協議会）の基準・要

領編［Ⅰ］－１（５）「石綿調査算定要領（案）」の第６条（分析調査）に適用する     

ものとする。 
 

２ 試料採取の位置及び仕様 
  現地調査のうえ、受注者により試料採取の位置をあらかじめ想定し、監督員との協議

により決定する。 
  なお、検体数は、各種類１検体とし、建築用仕上塗材の場合は、試料を採取する際に

下地調整塗材も併せて採取し、同じ検体とすること。 
 
３ 作業計画書 
  共通仕様書第１５条２における作業計画書の記載事項について、分析調査における

以下の項目も併せて記載し、提出すること。 
(1) 試料採取の方法 
(2) 試料採取の作業時の安全対策 
(3) 分析の方法、分析機関及び分析に係る技術者の資格の内容 
(4) 試料採取後の補修の有無及び方法 

 
 ４ 試料の採取方法 

粉じんが飛散しないように採取面に無じん水を散布（噴霧）してから、カッターナイ

フ、スクレーパ等で仕上塗材内部に刃先を入れ、集塵し、飛散しないように、少しずつ

削り採取する。検体ごとに３箇所以上から１箇所あたり容量１０cm3 程度を目安に試

料を削り取り、密閉容器に入れ、それらをひとまとめにして試料番号、試料採取年月日、

対象建築物の名称、施工年、採取場所（部位）、採取試料の形状（断面の層状構造）、試

料採取者の氏名等、必要事項を記載・添付し試料とする。  
なお、試料の採取に当たっては、建築物石綿含有建材調査者講習会登録規程に規定さ

れる石綿含有建材調査者等が実施することが義務付けられており、十分な経験及び知

識を有する者が行うこと。 
また、試料の採取時には石綿含有の可能性があるので、飛散防止対策を行うとともに、

採取者等の安全対策や防塵対策などを講じて、防じんマスク等の個人用保護具を着用

し、高所で作業を行う場合は、脚立、はしごなどは正しく使用し、必要に応じて、安全

帯、保護帽を着用するなど、転落、墜落防止策を十分にとる。安全措置が確保できない
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箇所では無理な試料採取は行わないこと。さらに、試料の採取を行った後は、必要に応

じて補修を行うこと。 
 

５ 分析 
  石綿含有の分析に当たっては、公益社団法人日本作業環境測定協会（日測協）が  

実施する「石綿分析技術の評価事業」による、カテゴリー１の評価区分３のＡランクま

たはＢランクの認定を受けた分析技術者等、十分な経験及び必要な能力を有するもの

が行い、石綿をその重量の０．１％を超えて含有するか否かを判断すること。 
なお、分析方法は、JIS A 1481-2（建材製品中のアスベスト含有率測定方法－第２部：

試料採取及びアスベスト含有の有無を判定するための定性分析方法）もしくはこれら

と同等以上の精度を有する分析方法によること。 
  
  ６ 報告書（提出は２部） 
   試料採取、分析を行った結果を以下の項目について書面にて報告を行うこと。 

(1)  石綿をその重量の０．１％を超えて含有しているか否か。 
(2)  分析を行うものの資格者証の写し。 
(3)  試料採取前、採取中及び採取後（補修）の状況がわかる写真。 

 
 
 
別記２ 
 
 「石綿分析調査業務特記仕様書」（別記１）により「みなし石綿含有建材」ではなく、

石綿が含有する吹付や塗材等の建材に対する除去処分費用の算定については、「損失補償

算定標準書（近畿地区用地対策連絡協議会）の基準・要領編［Ⅰ］－１（５）「石綿調査

算定要領（案）」の第７条（補償額の算定）に基づき、専門業者への見積徴収や算定を行

うものとする。 
 なお、専門業者への見積書を採用して算定を行う場合、見積書の徴収の際に、建物等の

解体、撤去、運搬並びに処分にかかる費用と石綿含有建材等の除去処分費用に仮設費、撤

去費、運搬費並びに処分費等が、二重計上とならないように配慮すること。 
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